
復興産業集積区域における 

固定資産税の課税免除申請の手引き 

東日本大震災からの復興の円滑かつ迅速な推進を図るため、岩手県産業再生復興推進計画

に定められた復興産業集積区域内において、県が指定した産業を営む事業者が、2021 年３

月 31日までの間に、施設又は設備の新設又は増設を行った場合は、固定資産税の課税を免

除いたします。 

固定資産税の課税免除申請書類の作成にあたっては、本手引きをご参照ください。 

なお、ご不明な点等がございましたら、下記問合せ先までご連絡ください。 

１．課税免除の対象資産 
  建物及びその附属設備、機械及び装置、構築物、建物の敷地部分の土地 

  （研究開発用資産の場合は、工具、器具及び備品、ソフトウエアを含む） 

※指定事業者事業実施計画書に記載され、県から認定された資産に限ります。 

２．課税免除の期間 
  課税初年度から５年間 

３．申請期限 
⑴ 初年度（新規申請分） 

  課税免除の適用を受けようとする事業を実施した事業年度終了後４箇月以内。 

⑵ ２年度目以降（継続分） 

毎年３月 25 日まで。

※継続分の申請は、「固定資産税課税免除申請書」のみの提出となります（その他の資

料を添付する必要はありません）。 

４．提出先 
  一関市役所 税務課 家屋・償却資産課税係（本庁１階） 

【お問合せ先】 

〒021-8501 岩手県一関市竹山町７番２号 

 総務部 税務課 家屋・償却資産課税係 TEL 0191-21-8257 

商工労働部 工業労政課 工業振興係   TEL 0191-21-8451 



復興産業集積区域における固定資産税の課税免除申請

○提出書類

提   出   書   類
部 数

部
備 考

１．固定資産税課税免除申請書 １

２．指定事業者の指定書の写し、指定申請書及び指定事業者事業実施計画

書の写し
１ 

３．復興推進事業に関する実施状況報告書の写し、復興推進事業の実施に

係る認定書の写し
１ 

４．法人の登記事項証明書（個人の場合は住民票の写し） １

５．定款（法人の場合） １

６．課税免除を受けようとする資産一覧 １ 
別紙様式

参照 

７．税務署に提出した「減価償却資産の償却額の計算に関する明細書」

（別表１６）及び「特別償却額の計算に関する付表」 
１

８．特別償却又は税額控除を行わなかった理由書 １

９．図面

①事業所全体の平面図 １

②取得した土地の明細図（土地の課税免除の場合） １

③取得した建物の平面図（建物の課税免除の場合） １

④取得した償却資産の配置図（償却資産の課税免除の場合）

※「６．課税免除を受けようとする資産一覧」表中の

「配置図番号」を配置図上に記載願います。 

１

１０．取得した土地の登記事項証明書（土地の課税免除の場合） １

※確定申告書（写）、固定資産台帳、会社パンフレット等、追加で書類の提出をお願いする場合がありま

す。

法人税の申

告時に税務

署へ提出し

たものの写

しをお願い

します。 

建物の増設

があった場

合は、増設

部分を明示

してくださ

い。 

建物の位置

を図面上に

表記してく

ださい。 

増設の場合

は増設部分

を明示して

ください。



様式第１号（第２条関係） 

                             令和  年  月  日 

 一関市長     様 

            申請者 所 在 地  ○○県○○市○○町○○番地 

                法人の名称  株式会社○○○○ 

                代表者氏名  代表取締役 ○○ ○○     ㊞ 

復興産業集積区域における固定資産税課税免除申請書 

 一関市復興産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例第３条の規定により、

次のとおり課税免除を申請します。 

該当する認定復興推進計画 
名 称 岩手県産業再生復興推進計画 

認定日 平成２４年３月３０日 

指定事業者又は指定法人として指定を受けた 

日  
平成○○年○○月○○日 

指定事業者実施計画期間  
平成○○年○○月○○日 から 

平成○○年○○月○○日 まで 

指定事業者の指定の有効期間  平成○○年○○月○○日 まで 

課
税
免
除
を
受
け
よ
う
と
す
る
資
産

認定復興推進計画に定められた事業の 

種類  
○○○○製造業 

事業所又は 

事務所 

名称  株式会社○○○○ ○○工場 

所在地  岩手県一関市○○町○番○号 

対象施設等を事業の用に供した日  平成○○年○○月○○日 

対象施設等を事業の用に供した日の 

属する事業年度又は年  

平成○○年○○月○○日 から 

平成○○年○○月○○日 まで 

課税免除を受けようとする資産の取得 

価格  

土  地 ○○○○○○ 円

家  屋 ○○○○○○ 円

償却資産 ○○○○○○ 円

備考

所在地等はゴム印で結構です。 

代表者印を押印願います。 

記 載 例 

※指定申請書、指定書、実施状況報告書等を参照のうえ、

記載してください。 



別紙

課税免除を受けようとする資産一覧 

（株式会社○○○○）

種類 取得年月日
減 価 償 却

開始年月日
取得価格（円）

耐用

年数

特別償却
又は税額
控除適用
の有無

配置

図番

号

備考

土   地 Ｈ00.6.14  21,000,000

（建 物） (211,695,000)

 工   場 Ｈ00.10.31 Ｈ00.11.1 205,695,000 35 有

 倉   庫 Ｈ00.10.31 Ｈ00.11.1 6,000,000 29 無

（建物附属設備） （88,155,000）

電気設備 Ｈ00.10.31 Ｈ00.11.1 38,155,000 15 有

給排水設備 Ｈ00.10.31 Ｈ00.11.1 30,000,000 15 有

空調設備 Ｈ00.10.31 Ｈ00.11.1 20,000,000 15 有

（構築物） （2,200,000）

 舗装工事 Ｈ00.11.20 Ｈ00.11.20 1,500,000 10 無

 庭  園 Ｈ00.11.20 Ｈ00.11.20 700,000 7 無

（機械装置）   （42,000,000）

 ○○交換機 Ｈ00.10.20 Ｈ00.11.1 7,000,000 11 有 ①

 ○○ 装置 Ｈ00.10.20 Ｈ00.11. 1 13,000,000 11 有 ②

 ○○ 装置 Ｈ00.10.20 Ｈ00.11. 1 12,000,000 11 有 ③

 ○○ 設備 Ｈ00.10.20 Ｈ00.11. 1 8,000,000 11 有 ④

 ○○試験機 Ｈ00.10.20 Ｈ00.11. 1 2,000,000 11 有 ⑤

合   計   365,050,000

提出いただく「新増設機械の配置図」上にもこの配置図番号を記載願います。  

※当該一覧表に記載した資産でも、確認の結果、課税免除の対象とならない場合がありますので、 

ご了承願います。 



☆申請書様式について 

※申請書類等の様式は、一関市工業労政課ホームページよりダウンロード可能ですのでご活用下さ

い。 

 （工業労政課ホームページ） 

  ⇒ https://www.city.ichinoseki.iwate.jp/kogyo/ 

    または、 

≪工業労政課ホームページ ホーム画面≫ 

こちらの「話題・制度 etc」一覧中の「一関市復興産

業集積区域における固定資産税の課税免除について」

の記事より申請書類等の様式のダウンロードができ

ます。 

一関市工業労政課 検索


